
○ 政治資金規正法（昭和二十三年七月二十九日法律第百九十四号）（抄） 

 

（登録政治資金監査人による政治資金監査）  

第十九条の十三 国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治団体の会計責任者として第十

二条第一項又は第十七条第一項の報告書を提出するときは、あらかじめ、当該報告書並び

に当該報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書

等及び振込明細書について、政治資金適正化委員会が行う政治資金監査に関する研修を修

了した登録政治資金監査人（以下この条及び次条において単に「登録政治資金監査人」と

いう。）の政治資金監査を受けなければならない。 

２  前項の政治資金監査は、政治資金適正化委員会が定める政治資金監査に関する具体的な

指針に基づき、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

一  会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込明細

書が保存されていること。  

二  会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載さ

れており、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えている

こと。  

三  第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等、領収

書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示されて

いること。  

四  領収書等を徴し難かつた支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されていること。  

３～６ （略） 

 

（所掌事務）  

第十九条の三十 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書の記載方法に係る基本的な方針を定める

こと。  

二 登録政治資金監査人の登録に関すること。  

三 登録政治資金監査人に係る研修を行うこと。  

四 政治資金監査に関する具体的な指針を定めること。  

五 登録政治資金監査人に対し、政治資金監査の適確な実施について必要な指導及び助言

を行うこと。  

六 第十九条の十六第五項に規定する権利の濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反す

ると認められる場合についての具体的な指針を定めること。  

七 前各号に掲げるもののほか、法律又は法律に基づく命令に基づき委員会に属させられ

た事務  

２ 委員会は、必要があると認めるときは、政治資金の収支の報告及び公開に関する重要事

項について、総務大臣に建議することができる。 

参考条文 


